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第１章 計画の背景等 

１ 計画の背景と目的 

札幌市には 300校を超える学校施設があります。これらの多くは、1970年頃から 1980年

代にかけての児童生徒急増期に建設されたもので、現在では築 30 年以上の学校施設が全体の約

７割を占め、老朽化が進んでおり、こうした施設の維持更新のために、多額の事業費が必要な状

況となっています。 

文部科学省では、2013 年に「学校施設の老朽化対策について～学校施設における長寿命化の

推進～」をとりまとめるとともに、同年に補助制度「長寿命化改良事業」を創設し、さらに、2014

年には「学校施設の長寿命化改修の手引き」を公表するなどして、学校施設の老朽化対策を推進

するよう求めています。 

以上を背景に、札幌市教育委員会では、札幌市の学校施設整備の現状と課題を整理し、将来に

大きな負担を先送りすることなく、学校施設を健全に保ち、児童生徒が安心して充実した学校生

活を送ることができる環境を形成することを目的として「札幌市学校施設維持更新基本計画」を

策定しました。 

２ 計画期間 

建築物の維持更新については、より長期的な視点が必要となりますが、市有建築物全体の改築・

保全費用のピークが 2040年頃になることを踏まえ、2015年度から 2044年度までの 30年

間を計画期間とします。 

今後、社会動向や学校施設に求められるニーズ、計画の進捗状況などを把握し、必要に応じて

計画の見直しを行います。 

３ 計画の対象 

札幌市が保有する学校（園）の主要な施設は下表のとおりです。このうち、幼稚園と分校につ

いては、平均的な学校の施設規模よりも小規模であるため、全体的な整理とは別に各施設の状況

に応じて改修することとし、計画の対象外とします。 

この計画の中では、まず、校舎と屋内運動場について、維持更新の計画をまとめ、格技場やプ

ールといった付帯施設等については、第６章で整理します。 

 校舎（施設数） 屋内運動場 格技場 プール 

小学校 202 202 － 198 

中学校 97 96（福移中は小と共用） 76 11（うち２は小学校で利用） 

高等学校（中等含む） ８ ８ ５ － 

特別支援学校 ４ ４ － － 

分校 1 1 － － 

幼稚園 10 － － － 

合計 322 311 81 209 

計画対象合計 311 310 81 209 

2014年 4月現在 
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４ 計画の位置づけ 

 この学校施設維持更新基本計画

は、札幌市のまちづくりに関する上

位計画である「札幌市まちづくり戦

略ビジョン」のほか、札幌市全体に

おける公共施設の効果的・効率的な

配置や総量のあり方の基本的方向

性や考え方をまとめた「札幌市市有

建築物の配置基本方針」、市有建築

物の維持保全に関する方針を定め

た「市有建築物のストックマネジメント推進方針」の基本的な考え方に沿って、学校施設の維持

更新のあり方や方向性を示したものです。 

また、この計画は、平成 26 年４月に総務大臣より策定要請のあった公共施設等総合管理計画

である「札幌市市有建築物及びインフラ施設等の管理に関する基本的な方針」に基づく学校施設

の個別計画であり、国の「インフラ長寿命化基本計画」における「個別施設毎の長寿命化計画（個

別施設計画）」に相当するものとして位置づけます（令和３年２月計画の位置づけに係る規定を追

加）。 

計画の推進にあたっては、中期実施計画で事業化を図り、着実に事業を実施していきます。 

 【参考：国のインフラの老朽化対策】 

計画の策定にあたっては、国のインフラ老朽化対策に関する各施策や考え方を参考としていま

す。 

 

 

  

インフラ長寿命化基本計画（平成25年11月 関連省庁連絡会議）

インフラの戦略的な維持管理・更新等を推進するため，各インフラ管理者が個別施設毎の具
体の対応方針を定める計画策定を促した基本計画。

公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針（平成26年4月 総務省）

公共施設について、更新・統廃合・長寿命化などを計画的に行う管理計画の策定に関する指
針。

学校施設の老朽化対策について（平成25年3月 文部科学省）

文部科学省が設置した「学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議」で提言された、老
朽化した学校施設の再生整備の在り方や推進方策等について取りまとめたもの。

長寿命化改良事業創設（平成25年度より 文部科学省）

地方自治体が実施する公立学校施設の長寿命化対策を支援する新たな国庫補助制度。

学校施設の長寿命化改修の手引き（平成26年1月 文部科学省）

学校施設の長寿命化改修を効率的・効果的に進めるため、具体的な手法やノウハウを解説した
手引き。

学校施設の長寿命化計画策定に係る手引（平成27年4月 文部科学省）

「インフラ長寿命化基本計画」に基づき、学校施設の長寿命化計画を策定する際の参考となる
手引き。

札幌市まちづくり戦略ビジョン

札幌市中期実施計画

学校施設維持更新
基本計画

市有建築物のストック
マネジメント推進方針

札幌市市有建築物の
配置基本方針
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第２章 学校施設整備の現状と課題 

１ 児童生徒数と学校施設数の推移 

札幌市の児童生徒数は、1970 年代後半から急増し、1985 年頃にピークを迎えており、そ

れに対応するように小中学校が建設されてきました。その後、少子化の進行によって児童生徒数

は減少の一途をたどっていますが、学校施設はピーク時の校数をほぼ維持しています。 

このため、1校当たりの学級数が減少し、小規模校＊が増加しています。 

なお、小規模校では、教育面、学校運営面での課題が指摘されており、従来から、学校統合等

による学校規模の適正化を進め、より良い教育環境の確保に努めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 学校施設の老朽化の現状 

札幌市における学校施設の整備状況は、2008 年度以降、耐震化が主要事業となり、改築に

ついては、ここ数年、1965年前後に建築されたものを対象に年３校程度行ってきています。 

改築以外の老朽化対策としては、予防保全的な観点から築 20年から 25年程度で大規模な改

修を行ってきていましたが、ここ 10 年ほどは改修対象校の増加と厳しい財政状況が相まって、

不具合等が発生した後に改修を行う事後保全の割合が徐々に増大しています。 

その結果、2014 年 4 月時点で、老朽化が進行している部分の整備には、約 400 億円の費

用が必要な状況になっています。 

 
＊【小規模校】11クラス以下の小学校および5クラス以下の中学校。 
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【老朽化の一例】 ※ 校数については2014年4月現在のものです。 

① 外壁 

外壁は、老朽化が進行し、長期間放置すると、モル

タル片が剥離・落下する可能性があり、安全性が維持

できなくなります。 

また、ひび割れからの浸水により、鉄筋が腐食し、

構造体の強度の低下にもつながります。  

外壁の老朽化が進行している学校（30年以上改修

なし）が 64校あるほか、調査の結果、外壁のモルタ

ル片剥離のおそれのある学校が 83校あります。 

② 屋上防水 

屋上防水は、老朽化が進

行すると、防水層の劣化に

より雨漏りが発生し、学校

内の天井や床面を汚損する

など、学校生活に支障をき

たします。 

屋上防水の老朽化が進行

している学校（30年以上改

修なし）が 83校あります。 

 

③ 給水設備 

給水設備は、老朽化が進行すると、給水管から赤水の発

生やトイレの詰まりが生じるなど、学校の衛生環境を損な

うおそれがあります。 

給水設備の老朽化が進行している学校（30年以上改修な

し）が62校あります。 

 

④ トイレ 

トイレは、学校生活の快適性の観

点からも重要な設備ですが、老朽化

が進み、タイルの剥落や臭気が問題

となっています。 

床がタイル敷きで老朽化が進行

している学校（30年以上改修なし）

が 49校あります。 

このほか、洋式便器数が充足して

いない学校が 119校あります。 

  

築 30年 外壁のひび割れが発生 

築 41年 漏水による天井材の劣化 築 27年 屋上コンクリートの劣化 

築 32年 給水設備の老朽化 

床がタイル敷きの和式便器 築 43年 トイレの内部のタイルが剥落 
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３ 学校施設整備の課題と方向性 

（１）学校施設整備の課題 

【学校施設の老朽化への対応】 

学校施設は、子どもたちの学習・生活の場であり、学校教育活動を行うための基本的な教育条

件の一つであることから、安全面や機能面において、より高い水準が求められています。 

学校施設の老朽化の進行は、本来求められる安全性や機能性を損なうもので、その対応は喫緊

の課題となっています。このため、施設設備に不具合があった際に保全を行う「事後保全」型管

理から、計画的に施設設備の点検・修繕等を行い、不具合を未然に防止する「予防保全」型管理

への転換を目指す必要があります。 

【本格化する更新需要への対応】 

300 校を超える学校施設の多くは、児童生徒急増期に建設されており、以下のグラフのとお

り、1971 年から 1984 年にかけて大きな山を形成しています。現在は 1960 年代に建設さ

れた学校を改築していますが、今後、大きな山の部分が改築時期を迎えます。将来に大きな負担

を先送りすることなく、本格化する改築需要に対応するためには、できるだけ改築事業を平準化

していく必要があります。 

また、2006 年 11 月に市有建築物の長寿命化の取組を確実に進める推進体制および方策を

定めた「札幌市市有建築物のストックマネジメント推進方針」では、鉄筋コンクリート造の耐用

年数の目安を築 60年としていますが、現在行っている年３校ペースで学校施設の改築を行った

場合、100年以上施設を使用することになる学校は約 100校で、最長使用年数は 112年とな

ります。 
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一方、最長使用年数 60 年で、改築事業量の前倒しによる平準化を行った場合、現行の 2.5

倍となる年７～８校ペースでの改築が必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、平準化を行わないで築 60 年で改築した場合、一時期に改築費用が集中し、最大 500

億円を超える維持更新費用が必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）今後の学校施設整備の方向性 

「学校施設の老朽化への対応」と「本格化する更新需要への対応」という札幌市の学校施設の

維持更新における２つの大きな課題を同時に解決するためには、 

■ 老朽化が進行している部分の短期間かつ集中的な改修 

■ 「事後保全」型管理から「予防保全」型管理への転換 

■ 施設の状況やライフサイクルコストを踏まえた適切な使用年数の設定 

などの観点を取り入れ、財政面及び学校施設の安全性・機能性の面からも維持更新手法を最適に

組み合わせた整備計画を着実に実施していく必要があります。 

また、少子化等の影響により学校の小規模化が進む中、子どもたちの良好な教育環境確保の観

点から、学校規模の適正化を図ることが課題となっており、個々の学校施設の維持管理手法やそ

の程度については、引き続き進める学校規模適正化に向けた取組も見据え、適切に選択していく

ことが重要となります。 
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築 60年での改築を行った場合の維持更新費用の試算 

最長使用年数 60 年で改築事業量を平準化した場合 
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第３章 維持更新手法の検討・分析 

１ 長寿命化の導入と最長使用年数の設定 

  学校施設の長寿命化に対する有効性の検証にあたり、必要な費用を把握するため、「長寿命化

改良事業」を活用した札幌市における長寿命化改修（以下「リニューアル改修」という。）につ

いて、市立中学校をモデルに費用の試算を行いました。 

  その試算では、建物としての長寿命化に必要な耐久性や健全性の確保と、学校施設としての長

寿命化に必要な質的向上を含め、標準的な保有面積の学校施設については、6億円程度の費用が

必要となります。 

また、「学校施設の老朽化対策について（2013 年 3 月文部科学省）」を参考として、リニュ

ーアル改修を導入した場合の最長使用年数を 80年と設定します。 

２ 維持更新手法の組み合わせ 

学校施設の老朽化対策は、以下の「改築」、「緊急整備」、「リニューアル改修」、「予防保全」と

いった４つの整備手法を最適に組み合わせて行います。 

 

  

 

 

  

   

 

 

 

  

改築 

 老朽化が進んだ学校施設について、現在の学校に求められる水準を確保するために建て替

えること。 

予防保全 

 学校施設の機能や性能の保持・回復を図るために、あらかじめ周期を決めて計画的に修繕

等を行うこと。 

リニューアル改修 

 老朽化した学校施設の耐久性を高めることに加え、建物の機能や性能を現在の学校に求め

られている水準まで引き上げる改修を行うこと。 

緊急整備 

 老朽化が進行している外壁や給水設備等について、改築やリニューアル改修により整備す

る部分を除き、必要な工事を短期間かつ集中的に行うこと。 
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Ａタイプ（改築⇒予防保全） Ｂタイプ（緊急整備⇒改築） 

Ｃタイプ（リニューアル改修⇒予防保全⇒改築） 

 

Ｄタイプ（予防保全⇒改築） 

 

老朽化対策は改築によって行い、改築後は予防保

全を実施していく。 

老朽化が進んでいる部分は緊急整備によって対応

し、最長使用年数 60年で改築を行う。 

 

 

リニューアル改修（老朽化対策と質的向上）によっ

て長寿命化を図り、予防保全を実施しながら、最長

使用年数 80年で改築を行う。 

予防保全を実施しながら、最長使用年数 80 年で

改築を行う。 

※ 経過年数は一例。 

※ グラフの金額は 7,000㎡程度の校舎と 1,000㎡程度の屋内運動場の概算整備費用。 

※ LCC（=ライフサイクルコスト）は、改築から解体まで、またその期間にかかる改修に必要な経費の合計。 

※ １年当たりの LCC は、LCC をその学校の使用年数で割って算出したもの。リニューアル改修を行う場合

の 1年当たりの LCCは、最長使用年数が同じ予防保全を行う場合と同程度だが、深刻な劣化期間があ

る（深刻な劣化に対する小規模な修繕費は含めていない。）。 

※ A・C・D タイプについても、施設の状況に応じて、必要項目について緊急整備を行う場合がある。 

1年当たりの LCC＝0.65億円/年 1年当たりの LCC＝0.60億円/年（深刻な劣化期間有） 

1年当たりの LCC＝0.49億円/年（深刻な劣化期間有） 

 

1年当たりの LCC＝0.48億円/年 
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３ 事業費の試算と比較による最適な維持更新手法の検証 

長寿命化の導入や改築事業量の平準化の有効性を検証するため、事業費の試算との比較を行い

ます。 

（１）事業費試算の前提条件 

【改築】 

■ 少子化の影響により、小規模校が増加しており、今後、学校規模適正化が進み、全体的に学

校数が減少することが想定されることから、この試算では、いったん、2020年度時点の推計

において、小規模校となる見込みの学校（小学校 55校・中学校３校。以下「小規模見込校」

という。）は、改築費用を見込まないこととします。また、高等学校（8 校）および特別支援

学校（4校）については、関係機関と配置に係る調整が必要となることから、当該施設の改築

費用も見込まないこととします。 

■ 校舎保有面積の５割が完成した年度を完成年度とし、古い順から改築を行います。 

■ 改築費は、近年の実績を踏まえて、校舎（7000 ㎡想定）・屋内運動場・グラウンド整備を

併せて 29億円とします。 

校舎（18学級＋特別支援 2学級） 

整備面積 7000㎡ 
屋内運動場 校舎等解体 

グラウンド

造成 
合計 

21.0億円 4.5億円 2.0億円 1.5億円 29.0億円 

 

【緊急整備】 

■ 整備費用として 400 億程度を見込んでいますが、老朽化が進行している部分のうち、改築

およびリニューアル改修で行う部分を除くと 290 億円程度となり、2016 年度から５か年で

実施するものとして事業費を算出します。 

【リニューアル改修】 

■ 補助要件である築 40年以降の学校を対象に改修を行うことを踏まえ、1975年から 1984

年までの 10年間に建設された学校施設から、改築事業量の平準化に必要な 51校（年 5校程

度）について、2017年度から 10年間で工事を行います。 

■ リニューアル改修に係る費用は、１校あたり６億円を見込み、事業費は 300 億円程度とな

ります。 

■ 対象校は、第５章の２「リニューアル改修校の選定」を勘案し選定します。 

【予防保全】 

■ 予防保全は、2016 年度から 10 年周期で必要な保全費用を平準化して実施することとし、

当初 10年間の保全費用は年 28億円程度、対象の学校数が少なくなる 2026年度から 10年

間は年 16億円程度、2036年度からは年 27億円程度の事業費を見込みます。 

【その他の改修】 

■ 第５章の４「保全項目および標準更新年」の標準更新年と概算費用に基づき、学校ごとの築

年度や改修履歴を考慮し算出します。  

【
内
訳
】 
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A グループ：築 40年以上経過している学校のうち今後 10年程度で改築するＡタイプの学校群 

B グループ：築 30年以上経過している学校のうち緊急整備を行い最長使用年数 60 年で改築するＢタイプの学校群 

Dグループ：築 30 年未満の学校のうち予防保全を行い最長使用年数 80 年で改築するＤタイプの学校群 

C グループ：築 30年以上経過している学校のうちリニューアル改修を行い最長使用年数 80年で改築するＣタイプの学校群 

（２）維持更新手法の比較 

①【リニューアル改修を導入し改築事業量を平準化した場合】 

改築の前倒しとリニューアル改修による長寿命化を行い改築事業量の平準化を図ります。 

老朽化が進行している部分に必要な費用は 400 億円ほどにもなりますが、緊急整備で実施す

るほか、改築やリニューアル改修で対応することで費用を圧縮します。 

まだ老朽化が進んでいない学校については、予防保全を行い、最長使用年数 80年まで長寿命

化を図ります。 

この場合は年４校ペースの改築となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

校
7
6
5
4
3
2
1

2
0
1
4

2
0
1
5

2
0
1
6

2
0
1
7

2
0
1
8

2
0
1
9

2
0
2
0

2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

2
0
2
5

2
0
2
6

2
0
2
7

2
0
2
8

2
0
2
9

2
0
3
0

2
0
3
1

2
0
3
2

2
0
3
3

2
0
3
4

2
0
3
5

2
0
3
6

2
0
3
7

2
0
3
8

2
0
3
9

2
0
4
0

2
0
4
1

2
0
4
2

2
0
4
3

2
0
4
4

2
0
4
5

2
0
4
6

2
0
4
7

2
0
4
8

2
0
4
9

2
0
5
0

2
0
5
1

2
0
5
2

2
0
5
3

2
0
5
4

2
0
5
5

2
0
5
6

2
0
5
7

2
0
5
8

2
0
5
9

2
0
6
0

2
0
6
1

2
0
6
2

2
0
6
3

2
0
6
4

2
0
6
5

2
0
6
6

2
0
6
7

2
0
6
8

2
0
6
9

2
0
7
0

2
0
7
1

年

改築計画

Ａグループ Ｂグループ ＤグループＣグループ

施設の保有状況

Ａグループ

：高等学校及び特別支援学校

：小規模見込校
校
20
19
18
17
16
15
14
13
12
11
10
9
8
7
6
5
4
3
2
1

1
9
6
0

1
9
6
1

1
9
6
2

1
9
6
3

1
9
6
4

1
9
6
5

1
9
6
6

1
9
6
7

1
9
6
8

1
9
6
9

1
9
7
0

1
9
7
1

1
9
7
2

1
9
7
3

1
9
7
4

1
9
7
5

1
9
7
6

1
9
7
7

1
9
7
8

1
9
7
9

1
9
8
0

1
9
8
1

1
9
8
2

1
9
8
3

1
9
8
4

1
9
8
5

1
9
8
6

1
9
8
7

1
9
8
8

1
9
8
9

1
9
9
0

1
9
9
1

1
9
9
2

1
9
9
3

1
9
9
4

1
9
9
5

1
9
9
6

1
9
9
7

1
9
9
8

1
9
9
9

2
0
0
0

2
0
0
1

2
0
0
2

2
0
0
3

2
0
0
4

2
0
0
5

2
0
0
6

2
0
0
7

2
0
0
8

2
0
0
9

2
0
1
0

2
0
1
1

2
0
1
2

2
0
1
3

年

改築計画

Ａグループ Ｂグループ ＤグループＣグループ

施設の保有状況

Ａグループ Ｄグループ

Ｂ・Ｃグループ



 

11 

②【リニューアル改修を導入しないで改築事業量を平準化した場合】 

老朽化対策を緊急整備によって行い、最長使用年数 60年で改築を行います。 

まだ老朽化が進んでいない学校については、予防保全を行い、最長使用年数 80年まで長寿命

化を図ります。 

この場合、今後 30年間程度は年６校ペースの改築となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

③【改築事業量の平準化を行わない場合】 

札幌市市有建築物ストックマネジメント方針において、鉄筋コンクリート造の耐用年数の目安と

している 60年で改築を行います。 
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（３）事業費の試算結果 

 ① 【リニューアル改修を行い、改築事

業量を平準化（年４校ペースでの改築）

した場合】では、財政支出の縮減と事

業量の平準化を図ることができます。 

 

 ② 【リニューアル改修を行わず、改築

事業量を平準化（年６校ペースでの改

築）した場合】では、事業費の平準化

は図れますが、③の改築事業量の平準

化を行わない場合と同程度の経費が

かかります。 

 ③ 【改築事業量の平準化を行わない場

合】では、事業費や事業件数の集中が

大きな問題となります。 

４ 検証結果 

試算の結果、老朽化対策の手法を最適に組み合わせ、改築の前倒しとリニューアル改修や予防

保全による最長使用年数 80年までの長寿命化により、改築事業量を年 4校ペースに平準化する

ことで、財政支出を縮減することができます。 

この場合、今後 10 年間は、「改築」、「リニューアル改修」、「緊急整備」および「予防保全」

を並行して実施することで、施設の維持更新に係る事業費が膨大となり、特に緊急整備を行う５

年間の事業費は突出した額となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●4,718億

●5,866億
●5,916億

0

5,000

2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055

①【リニューアル改修を行い平準化した場合】
②【 リニューアル改修を行わず平準化した場合】
③【改築事業量の平準化を行わない場合】

（億円）

（年）

年４校の改築と今後 10年程度に老朽化対策を行った場合の維持更新費（概算） 

今後 30年の施設の維持更新費の累積（概算） 
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第４章 今後の学校施設の維持更新 

１ 事業費の平準化 

今後の学校施設の維持更新にあたっては、札幌市の厳しい財政見通しを踏まえ、前述の検証結

果で算出した膨大な事業費をさらに平準化する必要があるため、次のとおり、事業量および事業

期間の見直しを図ります。 

   

【改築】 

■ リニューアル改修が完了する 2026年度までは、年３校ペースとし、その後は年４校ペース

で行います。 

【緊急整備】 

■ 緊急性の高いものから優先的に行い、７か年で実施していきます。 

【リニューアル改修】 

■ 今後 10年間の改築事業量を年３校とすることで、使用年数が長期化する学校が発生するた

め、その学校の長寿命化を図る必要があることから、対象校が増え 60校となります。 

■ 維持更新費全体の平準化を図るため、緊急整備により事業費が膨らむ期間を考慮し、2017

年度から 2020年度は事業量を年 5校、2021年度から 2022年度は年６校、2023年度か

ら 2026年度は年７校とします。 

【予防保全】 

■ 2023年度から予防保全への移行期間として、更新時期を超えて整備するまでの期間を段階

的に短縮していきます。 

■ 移行期間終了後の 2036年度からは予防保全に完全移行します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2041

平
準
化
後

36億
円/年

リニューアル改修

30.0億円/年 リニューアル改修

42.0億円/年

緊急整備
41.3億円/年

予防保全への移行期間
34.0億円/年

予防保全
26.9億円/年

2016 2021 2026 2031 2036

2041

平
準
化
前

緊急整備
57.8億円/年

36.0億円/年

予防保全
28.4億円/年 26.9億円/年

15.8億円/年

リニューアル改修

30.0億円/年

2016 2021 2026 2031 2036
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この結果、当初 10年程度は、年平均約 180億円の事業費が必要となります。 

2012年度からの維持更新にかかる事業費の実績は年平均約100億円なので、これまでの1.8

倍の経費が必要となりますが、その後は、160 億円程度の事業費で推移することを見込んでい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

平準化後の維持更新費（概算） 
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２ 今後の学校施設の維持更新 

今後７年間は、Aグループの「改築」と、Bグループの「緊急整備」、Cグループの「リニュー

アル改修」を並行して進めていきます。 

「緊急整備」が完了次第、「予防保全」に移行していき、「予防保全」への完全移行後は、老朽

化を未然に防ぎ、学校施設を健全に維持していきます。 

ただし、高等学校及び特別支援学校については、関係機関との調整を踏まえ、また、小規模見

込校については、学校規模適正化に向けた取組の状況に応じて、それぞれ個別に改築の実施を判

断していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

なお、社会情勢の変化や学校規模適正化の取組状況に応じて、限られた財源の中で、学校施設を

健全に保ちつつ、事業費の平準化を図っていくため、適宜、計画の見直しを行っていきます。 

H27(2015） H37（2025） H47(2035) H57（2045） H67（2055） H77（2065） H87（2075）

Dグループ

Cグループ

Bグループ

Aグループ 改築

改築

改築

改築予防保全

予防保全

予防保全

予防保全

緊急整備

リニューアル改修

改築

改築

改築

改築予防保全

予防保全

予防保全

予防保全

事後保全

リニューアル改修

予防保全

予防保全への移行期間

改築

改築

改築

改築予防保全

予防保全

予防保全

予防保全

緊急整備

リニューアル改修

予防保全への移行期間

Aグループ 33校、Bグループ 86校、Cグループ 60校、Dグループ 64校 

B84校 

C58 

：高等学校及び特別支援学校

：小規模見込校
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